
平成19年度の法改正により、許可を要することとなった「社会福祉施設」、「医療施設」、「学校」等の設置誘導の方針

※市街化調整区域への立地がやむを得ないと判断されるのは以下の場合とします。

①「まちなか」及び「市街地（市街化区域）」（まちなか等）における立地が極めて困難である

②当該施設の利用者にとって「まちなか等」への通所、通学など、当該施設を利用することが著しく不便である

③当該施設の敷地の周辺が既に公共施設（道路、排水施設、下水道など）の整備がされている

開発審査会に付議

※市街化調整区域への
立地について

学校医療施設社会福祉施設

●医療法に規定する病
院（20人以上の患者
を入院させるための
施設を有するもの）

●学校教育法に規定

する学校などで大規

模なもの

・高校、大学、専修

学校、各種学校など

●社会福祉事業にで当該施設の周辺
地域に居住している者のための施設

・保育所（保育所型「認定こども園」含む。）
・放課後児童クラブ
・地域密着型介護老人福祉施設
（定員29名以下の特養） など

●医療法に規定する
施設で周辺地域に居

住している者のため
のもの
・診療所、助産所

●学校教育法に規定す
る学校で周辺地域に
居住している者のた
めのもの
・幼稚園、小学校、
中学校

①施設規模が大き
く利用者及び関係
者が広範囲に及ぶ
もの。原則として、
まちなか、準まちな
かへ誘導する。

●県、市、町が設置する社会福祉施設

●社会福祉法人等が設置する施設で
比較的規模が大きい施設
・老人福祉センター（市町が設置するもの）
・介護老人福祉施設（定員30名以上の特養）

●高齢福祉関係施設で介護保険法の

「地域密着型ｻｰﾋﾞｽ」を提供する施設

で、入居定員29名以下施設

・小規模多機能型居宅介護施設

・認知症対応型グループホーム など

●第二種社会福祉事業に供する比較的

小規模な高齢者、障害者、子育て支援に

関する通所系の施設

・老人ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽセンター
・障害者福祉サービス事業所

④サービスの対象

者が当該施設の近

隣居住者であって、

公益上、福祉施策

上必要な施設。

③比較的小規模な
施設で、高齢者施設
にあっては、近隣居
住者向けの施設と
考えられるもの。

②介護保険法第8条
第14項に規定する
「地域密着型サービ
ス」に該当する入所
系施設であるもの。

開発審査会提案基準Ⅱ-
６「市町長の都市計画に関
する意見書・同意書が添
付されたもの」について、
「大規模集客施設等立地
ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」に沿ってやむを
得ないと判断される場合

開発審査会提案基準
Ⅰ－１７「社会福祉施
設」を国が示した運用
指針に基づき整備し、
市・町の福祉行政との
整合性が図られてい
る施設に関して許可
する。

明らかに、周辺の居住
者の利用に供する施
設として、法34条1号
により許可する。
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